
最適化

資料２



○ 汚水処理の手法には、汚水を管渠で処理場に集めて処理する公共下水道や農業集落排水施設、各家庭で個別に処理

する合併浄化槽等があり、市町村等は、各汚水処理施設の特性等を勘案して、最適な手法を選択し、その区域を設定（最

適化）。

○ H26年１月に国交省・農水省・環境省の３省が定めた都道府県構想策定マニュアルに基づき、各都道府県は、区域を定

める市町村等と連携して、都道府県構想（※１）の見直しを行っており、その中で、区域の見直し等を検討。

※１ 都道府県ごとに策定する汚水処理の総合計画であり、市町村等の各汚水処理施設の整備に係る方針・区域等を記載した計画をとりまとめ

るもの。 H２８年度末で２９都府県が同構想の見直しを完了し、平成３０年度末までに全都道府県が見直し完了予定。

○ 総務省は、全ての市町村等に対して中長期的な経営の基本計画である経営戦略をH32年度末までに策定することを要

請しており、その策定を通じて最適化の検討を推進。

公共下水道区域の見直し（縮小）イメージ

※２ 他の整備手法として、自然公園地区等で整備する特定環境保全公共下
水道や、他の集落排水施設（漁業、林業）などがある

※３ 合併浄化槽は、主に市街化区域外で整備するが、市街化区域内で整備
する場合は次のとおり
・公共下水道区域外
・公共下水道区域内であって、公共下水道の整備に相当の期間を要する場合

地域 整備手法

市街化区域内 公共下水道

市街化区域外
（農業振興地域等）

農業集落排水施設
（対象人口1,000人程度） 等（※２）

市街化区域外（その他） 合併浄化槽（※３）

地域と整備手法の主な目安

見直し後の
公共下水道区域

当初予定していた
公共下水道区域

公共下水道を整備済み

市町村全体

市街化区域

最適化
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出典：持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル

○ 都道府県構想策定ガイドラインにおいては、検討区域を設定し、当該検討区域について、経済性を元に、集合処
理が有利か、個別処理が有利かの比較を行う。

○ その上で、それぞれの区域を接続するか否かを経済性を元に比較し、整備手法の選択を行うこととされている。

都道府県構想における経済性を基にした集合処理・個別処理の比較
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単位（％）

○過去５年間（H24～H29）における最適化（集合処理から個別処理へ
の転換）の実施状況 N=1,527事業

○左記最適化による効果額

0 20 40 60 80 100

実施した

実施中

実施していない

最適化による効果額

建設改良費（総額） △6,386百万円

維持管理費（年額） ＋14百万円

＜H30.7 総務省調査結果＞

○ 今後の人口減少を見据え、今後の整備方針について最適化（集合処理から個別処理）への転換の事例が見られ
ている。

○ 現状においては、全てが未整備地区における予定汚水処理施設の変更の例である。

団体名 内容
効果額

(a-b) 最適化しなかった場合の費用
（a）

最適化した場合の費用
（b）

群馬県
都道府県構想において下水道や農

業集落排水で計画されている区域の
全部又は一部を合併浄化槽に変更

建設費用（△58,634百万円）
維持管理費（△472百万円/年）

建設費用（1,306,539百万円）
維持管理費（12,107百万円/年）

建設費用（1,247,905百万円）
維持管理費（12,579百万円/年）

北海道標津町

将来人口や地域の実情に応じた効
率的かつ適正な整備手法により、未
水洗化の解消を図ることを目的とし、
集合処理から個別処理への変更を踏
まえた全体計画の見直しを行う。

建設費用（△5,450百万円）
維持管理費（△0.8百万円/年）

建設費用（5,670百万円）
維持管理費（4百万円）

建設費用（220百万円）
維持管理費（3.2百万円）

秋田県羽後町
集合処理と個別処理の比較にあたっ

て、将来人口・世帯数を設定し、経済性
を基に集合処理が有利かの比較を行う。

建設費用（△196百万円）
維持管理費（＋11百万円/年）

建設費用（881百万円）
維持管理費（0.3百万円/年）

建設費用（685百万円）
維持管理費（12百万円/年）

○個別の事例及び効果額

出典：地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集等

※効果額は最適化を行った団体のうち効果額が「０」となっている団体
を除いた平均値

※建設改良は１２４団体の平均値、維持管理費は９９団体の平均値

最適化に関する自治体の事例及び効果額
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佐賀県においては、平成28年３月に都道
府県構想が見直され、浄化槽で処理され
る人口の割合が、18.5%から22.3%へ3.8ポ
イント増加。

構想見直しの事例

＜市町村単位での見直し事例（佐賀市※）＞

○ 汚水処理に係る計画の見直しを実施

・公共下水道の処理区を統合し、終末処理場を削減、農業集落排水の処理

施設を削減

・公共下水道と農業集落排水の処理区域を見直し、削減分を浄化槽に転換

○ 平成18年度に検討開始、平成30年度に下水道概成予定

＜都道府県構想の見直し事例（佐賀県）＞

72.1% 70.4%

9.4% 7.4%
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旧構想 新構想

公共下水道 集落排水 浄化槽

処理人口：74.4万人 処理人口：75.0万人

最適な汚水処理施設の選択（最適化）（佐賀県）

※１ 集落排水には、農業集落排水施設及び漁業集落排水施設を含む

※２ 浄化槽には、コミュニティプラント等を含む

○持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル（平成26年１月30日公表）に基づく
都道府県構想等の見直し事例

※H28.3に見直された佐賀県の都道府県構想以前の取り組み内容

処理区域（単位：ha） 終末処理場・処理施設

旧計画 新計画 増減 旧計画 新計画 増減

公共下水道 4,791 4,776 ▲15 5 4 ▲１

農業集落排水 790 358 ▲432 27 15 ▲12

浄化槽 37,560 38,007 +447 － － －

【イニシャルコスト】

○効果額（計画）

【ランニングコスト】

・処理施設減による削減効果額
建設改良費 △248億円

・浄化槽設置費用 +35億円

・維持管理費 △2.8億円（年間）

4



○市町村設置型で整備している理由（複数回答） N=672事業

0 5 10 15 20 25 30 35 40

財政負担が少なくてすむから

浄化槽の管理を個人に任せられるから

職員の事務量が少なくてすむから

その他

○個人設置型で整備している理由（複数回答） N=2,234事業

（％）

（％）

○ 浄化槽の整備形態としては、個人設置型で整備を行う団体が多く、その理由として、財政負担が挙げられる。
○ 市町村設置型で整備を行う理由としては、住民負担、浄化槽の管理の観点からの回答が多い。

0 5 10 15 20 25 30

計画的な整備が可能なため

住民の負担が軽減されるため

浄化槽の管理を適正化するため

議会・市民からの要望があるため

市町村長の意向

下水道を使用する住民との公平性

を確保するため

○地方公共団体における浄化槽に係る取組状況 N=1,797

0 200 400 600 800 1000 1200

市町村設置型（公営企業）

個人設置型（補助あり）

個人設置型（補助なし）

その他

（事業）

各市町村における浄化槽の整備
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浄化槽（特定地域生活排水処理施設及び個別排水処理施設）に係る費用構成

21%

7%

51%

5%

16%

地方債償還金 支払利息 委託料 職員給与費 その他

経常費用14,591百万円

35%

6%41%

5%
13%

減価償却費 支払利息 委託料 職員給与費 その他

経常費用2,040百万円

維持管理費が
全体の６割

法適用 法非適用

＜決算状況調査＞

（出典）平成２８年度地方公営企業決算状況調査
※表示単位未満四捨五入のため、合計額と一致しない場合がある ※法非適用事業については、総費用と地方債償還金を合わせた額をこの資料内では経常費用と文言を統一している

【参考１】集落排水等（法適用）401事業 【参考２】集落排水等(法非適用)2,049事業

減価償却費,1,254億円, 56%

支払利息, 251億円, 11%

委託料,299億円, 13%

職員給与費,63億円, 3%

その他, 387億円, 17%

経常費用
2,254億円

地方債償還金,2,594億円, 43%

支払利息,650億円, 11%

委託料,1,591億円, 26%

職員給与費,162億円, 3%

その他,1,011億円, 17%

経常費用
6,008億円

※集落排水等：狭義の公共下水道以外の全ての事業を含む

○ 浄化槽の費用構成においては、集落排水等に比して、維持管理費の割合が非常に高い。

維持管理費が
全体の７割

浄化槽の費用構成
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○集落排水施設（農業集落排水、漁業集落排水等）
【国庫補助率】50％
【普通交付税措置】地方負担分に充当した下水道事業債の元利償還金の49%

○公共下水道
【国庫補助率】 50％等
【普通交付税措置】地方負担分に充当した下水道事業債の元利償還金に対して

処理区域内人口密度に応じて21～49%

○市町村設置型浄化槽（特定地域生活排水処理施設）
【国庫補助率】１／３等
【普通交付税措置】地方負担分に充当した下水道事業債の元利償還金の49%

○流域下水道
【国庫補助率】50％等
【普通交付税措置】地方負担分に充当した下水道事業債の元利償還金の49%

（臨時措置分：事業費補正分（100%）（補助事業のみ、薄黄色部分））

○個人設置型浄化槽
【国庫補助率】２／15等
【特別交付税措置】補助事業は地方負担分の16％～80％（財政力に応じる）

単独事業は地方負担分の10.6％～53.3％（財政力に応じる）

※費用の６／10は設置者負担

下水道

集落排水

浄化槽

1/3 2/3

下水道事業債　　50％

下水道事業債　100％

補
助

単
独

国庫補助金　　50％

（終末処理場は55％）

（受益者負担金 5％程度）

補
助

単

独
10％下水道事業債 90％

国庫補助金 50％

（高率補助は2/3）

下水道事業債

（臨時措置分）20％

（地方負担の40％）

下水道事業債 30％

（地方負担の60％）

下水道事業債（臨時措置分）

国庫補助金　　50％ 下水道事業債　　50％

下水道事業債　100％
単
独

補
助

（分担金 5％程度）

下水道事業債

2/3

下水道事業債　100％

1/3

単
独

国庫補助金
補
助

（分担金 １０％程度）

市町村費

県費補助

市町村費

県費補助

補
助

個人負担
6/10

個人負担
6/10

国庫補助金

単
独

主な汚水処理施設に対する財政措置について

※１ 各事業の網かけ部分は交付税措置（公共下水道、個人設置型浄化槽については、最大の措置率の場合を網かけ部分としている。）
※２ 受益者負担金、分担金を除いた建設改良費に下水道事業債を充当できる
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